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2020県労連春季要求交渉
県人事委員会に対し労働基準監督機関としての機能の発揮を要請
上限規制の条例違反等に対して、県人事委員会としての職責を果たしていきたい（人事委事務局長）
県労連は3月11日、県人事委員会に「2020年度春季要求書」を、中島副知事に「2020年度春闘要求書」を提出し、春闘交渉をスタートしました。
現場が気持ちよく働けるような施策を
　県人事委員会交渉では、冒頭、政金県労連議長が「民間春闘にもコロナウイルスの影響が出ている。県では働き方改革を進めているが、職員に十分な実感はない。教職員の働き方も含めて、実効性のある施策を展開するよう県に働きかけていただきたい。ハラスメント対策についても、現場が気持ちよく働けるようお願いしたい。」と述べ、谷藤事務局長が重点課題を説明しました。

続いて、自治労県職労の米倉委員長から「人事委員会は県職員にとっての労働基準監督機関である。2016年に発生した電通の過労自殺事件では、労働災害認定後、労働基準監督署が電通に査察に入り、過重労働の是正等を勧告している。神奈川県においても同じ2016年に過労自殺事件が発生し、昨年公務災害に認定されている。労働基準監督機関として人事委員会も関係部署に調査に入るべきだ。労働基準監督機関としての機能の発揮を強く要請する。」と発言しました。

　これに対して県人事委員会川合事務局長は、「皆さんのご意見は責任をもって人事委員にお伝えする。働き方改革については、2017年度から取り組まれ、成果も出てきているが課題もある。引き続き改善の取組が必要。昨年度から時間外勤務の上限規制が導入されたが、条例・規則に違反する事例もある。人事委員会としての職責を果たしていきたい。」と回答しました。

職員が実感を持てる働き方改革の推進を
　県当局に対して政金議長は、「働き方改革について、職員が実感を持てるよう、特に教員については給特法の改正により、できないでは済まされない。会計年度任用職員制度が4月からスタートするが、課題については引き続き話し合いたい。定年延長については、国会での審議が不透明だが、法案が通れば協議をお願いしたい。」とのべ、谷藤事務局長が重点課題を説明しました。

　これに対して中島副知事から、「職員が新型コロナウイルス対策に尽力していることにもお礼を申し上げる。健康医療局だけでは対応が困難であり、他部局からの応援もいただいている。特措法で神奈川県が指定された場合の業務増や市町村との連携などの体制強化も必要となる。働き方改革について令和2年度は2月の本部会議で決定した三つの課題を重点に取り組む。会計年度任用職員制度について、必要な人件費は計上した。課題は引き続き協議していきたい。来年度定数を99人増やした。必要なところには人員を配置していく。これまで同様、自主交渉自主決着の姿勢で、話し合いの中で解決していきたい。」との回答を受け、提出交渉を終了しました。
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第１号会計年度任用職員

（一般事務の場合）

募集・

採用

平等取扱の原則や成績主義の観

点、均等な機会の付与の考え方を

踏まえ、原則公募を徹底。

【行政補助員】

・年度当初向けは、人事課一括募集

（公募）、各所属で選考（面接）の上、

採用。

・年度途中の募集は、各所属で募集

（公募）、選考(面接）の上、採用

【行政補助員以外】

・原則として各所属で募集（公募）、選

考（面接）の上、採用

・公募を実施しない職の基準を明確

化

名簿登載方式の採用

＜メリット＞

・「第２、第３希望を検討する

ことで、高倍率の中雇用され

ないという事態が回避できる。

・採用する側も面接を行う負

担が緩和され、所属が必要と

する職員の確保が可能にな

る。

○公募によらず勤務実績に基づく

能力実証により再度の任用は原則

2回まで。

○行政補助員が同一所属に応募で

きないというのは、当局の主張する

「平等取扱の原則」に反する。

○原則2回（3年）まで、公募によらず

勤務実績に基づく能力実証により再

度の任用が可

○同一所属への再応募が可

採用後2週間程度で評価を実施し、

採用・不採用を決定

○原則として、1個月

○ただし、1箇月間の勤務日数が15

日に満たない場合は、通算の勤務日

数が15日に達するまで延長できる。

初任給格付け 行政職（１）表1級1号

○同一労働同一賃金の原則を踏ま

え、常勤の高卒初任給である1級9号

とすべき。

行(1) 1級1号

上限 1種試験の初任給1級29号を上限

○上限を設けるにしても、「初任給」

はマニュアルの例示に過ぎない。3級

まで展望すべき。

○仮に初任給を上限としても1種は30

歳まで採用可であり、この場合の初

任給は異なる。

行(1)  1級29号を上限

昇給 3号／年換算

○そもそも報酬事態割落とされてお

り、二重の割り落としとなることから、

4号／年換算が妥当

3号／年換算

前歴換算

学歴、経験年数を考慮（1～4号）

勤務歴は3号／年換算

○報酬が割落とされるため、勤続年

数まで割落とす必要はない。

○現在任用されている非常勤職員に

不利益になる制度は、国会での附帯

決議に反する。

学歴や職務経験等を考慮した報酬

算定（経験年数）により決定。

時間外、宿日直、

休日・夜間

支給する ○当然支給されるべきもの 支給する

通勤手当 実費弁償として支給する

○実費弁償である以上、不足が生じ

ない認定とすべき。

通勤に要する費用は、通勤手当に相

当する額を支給。

旅行に要する費用は、旅費の支給の

例により支給。

期末手当・加給

期末手当の支給月数、支給基礎額

は常勤の例を基本。

支給要件（任用期間、週当たりの勤

務時間）及び勤務期間に応じた支

給率は、総務省マニュアルを踏まえ

検討。

○常勤職員と同じ率の期末・勤勉手

当を支給すべき。（国の非常勤は人

事評価に基づく勤勉手当が支給され

ており、県の非常勤等職員にも人事

評価が行われている。）

常勤職員に準じて支給。

（ただし、任期6箇月以上、かつ週勤

務時間15.5時間以上の者に限る。）。

退職手当 想定せず。

○「18日／月以上・6月以上」は対象

であることがマニュアルにある。

支給しない。

特殊勤務手当

支給（ただし月額分は勤務時間によ

る割落としあり）

地域手当 支給

初任給調整手当

支給（ただし勤務時間による割落とし

あり）

旅費 費用弁償として支給

○実費弁償である以上、不足が生じ

ない認定とすべき。

支給

報酬支給日 今後検討。 原則、翌月16日（R2.7支給分～）。

・労基法の基本である当月払

いとするべき。

３／４は現行通り。

日々雇用職員は週29時間以内。

同一労働同一賃金の観点から取得

要件取得日数等を見直す

○現日々雇用職員の勤務時間につ

いては、業務の実態に合わせたもの

とすべき。

○会計年度という性格から、付与期

間や繰越しについては年度管理とす

べき。

週29時間以内。

現行の３／４と基本的に同様。

任命権者をまたぐ場合の継続勤務

の取扱いは今後検討。

部分休業

育児休業法

労安法

妊産婦検診等

研修

健康診断

○パートタイム会計年度任用職員

に移行した日々雇用職員は、現行

の３／４非常勤職員と同様の扱いと

する。

○同一労働同一賃金の観点に加

え、個別の休暇制度について以下

の点も踏まえて今後検討。

・子の看護休暇・短期介護休暇：国

は無給だが、本県は勤務時間数に

応じて一部有給としている。

・私傷病による療養休暇：国は無給

だが、本県は一部有給。

○安定した雇用を確保することが最

重要課題。

○名簿登載方式など、「公募」「能力

実証」との折り合いの付く制度設計

を。

○応募は複数箇所できるようにする

べき。

○総合的な相談窓口の創設を。

○同一労働同一賃金の観点から、日

数、有給・無給の区分など常勤職員

と同様の制度とすべき。

○休暇管理は繰り越しも含めて、年

度管理とすべき。

その他

○当然支給されるべきもの

区　　　　　　　　　　分

給与水準

任用等

募集・任用

任用

任期

条件付き採用

指定年齢検診を実施する考えはな

い

福利厚生

他

現行の３／４非常勤職員と同様とす

る。

報酬として支給

会計年度任用職員制度の交渉経過と今後の主な課題について

休暇等

現行の３／４非常勤職員と同様とす

る。

任用期間が6箇月以上かつ週の勤務

時間が常勤職員の1/2以上の職員に

ついては、一般定期健康診断・特別

定期健康診断、ストレスチェックを実

施（現行通り）

○必要に応じて、会計年度任用職員

も受講できるようにすべき

○指定年齢等、健康診断についても

格差是正を。

現行の３／４と基本的に同様。

任命権者をまたぐ場合、勤務は継続

している者として取扱う。



勤務条

件等

給付

手当

勤務

時間・

休暇

勤務時間

2019年4月時点での当局の考え

・基礎額1級1号では、常に最

低賃金に抵触する恐れがあ

ることから、引き上げが必要。

・行政補助員については、「定

型的・補助的業務」の前提

で、初任給1級1号・上限1級

29号とされているが、行政補

助員の業務については引き

続き検証・協議を行っていくこ

とになっており、業務実態に

応じた給与格付けを求める。

・同一労働同一賃金の観点か

ら、常勤職員との均等・均衡

対応を求める。

・年休は年度管理とし、常勤と

同様１年経過後の残日数を

翌年度に繰越すこと。



・年齢に応じた健康診断の充

実を求める。

・常勤職員の研修も受講でき

るようにすべき。

今後の主な課題 自治労県職労の主張


今年4月から新制度がスタートしますが、制度的な均衡を図る、同一労働同一賃金の観点から、改善すべき課題はまだまだ山積しています（３頁参照）。
一人ひとりは小さな力でも、多くの仲間が集まれば大きな力となります。
自治労県職労はこれからも、常勤職員だけでなく臨任・非常勤職員の皆さんの処遇改善に取り組んでいきますので、一人でも多くの方にご加入いただきますようお願いします。





















































臨任・非常勤職員のみなさん！


“同一労働同一賃金”の実現のため


自治労県職労に加入してください！











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































